
「いわて県民計画（2019～2028）」

第３期アクションプラン

の策定について
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資料１



■ 基本的な考え方
① いわて県民計画（2019～2028）の終期を見据え、第１期及び第２期まで
のアクションプランの評価結果や東日本大震災津波からの復興の進捗、人
口減少の進行など社会経済情勢の変化等を踏まえ、策定する。

② 地域内外の方、市町村、企業、団体等、様々な主体から広く意見を伺う。

■ 第３期アクションプランの方向性
第２期アクションプランの取組の成果や社会経済情勢等を捉え、強みを有
する領域を更に伸ばすとともに、長期ビジョンに掲げる基本目標の実現に向
けて、10の政策分野全体の底上げを行う。

➣ 県では今年度、以下の基本的な考え方等に基づき、「第３期アクションプラン（令
和９・10年度）」を策定することとしています。

今後２年間で特に強化すべき事項について、「強みを更に

伸ばす観点」と「底上げが必要な観点」の二つの視点から

御意見をお願いします。

第３期アクションプランの策定

※ 御意見は、同時期に策定する地方創生に関する地方版（県）の次期総合戦略の参考としても活用

させて頂きます。
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Ⅰ-１ いわて県民計画（2019～2028）の構成

2028202720262025202420232022202120202019年度

ア
ク
シ
ョ
ン
プ
ラ
ン

長期ビジョン(10)

復興推進プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(4)
地域振興プラン(4)
行政経営プラン(4)

政策推進プラン(2)
地域振興プラン(2)
行政経営プラン(2)

復興推進プラン(4) 復興推進プラン(2)

今回策定

第１期 第２期 第３期

⾧期的な岩手県の将来を展望し、県民みんなで目指す将来像と、
その実現に向けて取り組む政策の基本方向を明らかにするもの
［計画期間:2019年度から2028年度までの10年間］

⾧期
ビジョン

⾧期ビジョンの実効性を確保するため、重点的・優先的に取り
組むべき政策や具体的な推進方策を盛り込むものアクション

プラン
復興推進プラン 政策推進プラン 地域振興プラン 行政経営プラン
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➢ 県民一人ひとりがお互いに支えながら、幸福を追求していくことができる地域社
会の実現を目指し、幸福を守り育てるための取組を進めること

➢ 地域社会を構成するあらゆる主体が、それぞれ主体性を持ち、共に支え合いな
がら岩手県の将来像を描き、その実現に向けて、みんなで行動していくこと

➢ 社会的に弱い立場にある方々が孤立することのないように、社会的包摂（ソー
シャル・インクルージョン）の観点に立った取組を進めること

東日本大震災津波の経験に基づき、

引き続き復興に取り組みながら、

お互いに幸福を守り育てる希望郷いわて

Ⅰ-２ 計画の理念

Ⅰ-３ 基本目標
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Ⅰ-４ 政策推進の基本方向

Ⅰ  健康・余暇
健康寿命が⾧く、いきい

きと暮らすことができ、ま
た、自分らしく自由な時間
を楽しむことができる岩手

Ⅱ  家族・子育て
家族の形に応じたつなが

りや支え合いが育まれ、ま
た、安心して子育てをする
ことができる岩手

Ⅲ  教育
学びや人づくりによって、

将来に向かって可能性を伸
ばし、自分の夢を実現でき
る岩手

Ⅳ  居住環境・コミ
ュニティ

不便を感じないで日常生
活を送ることができ、また、
人や地域の結び付きの中で、
助け合って暮らすことがで
きる岩手

Ⅴ  安全
災害をはじめとした様々

なリスクへの備えがあり、
事故や犯罪が少なく、安全
で、安心を実感することが
できる岩手

Ⅵ  仕事・収入
農林水産業やものづくり

産業などの活力ある産業のも
とで、安定した雇用が確保さ
れ、また、やりがいと生活を
支える所得が得られる仕事に
つくことができる岩手

Ⅶ  歴史・文化
豊かな歴史や文化を受け

継ぎ、愛着や誇りを育んで
いる岩手

Ⅷ  自然環境
一人ひとりが恵まれた自

然環境を守り、自然の豊か
さとともに暮らすことがで
きる岩手

Ⅸ  社会基盤 防災対策や産業振興など幸福の追求を支える社会基盤が整っている岩手

Ⅹ  参画 男女共同参画や若者・女性、高齢者、障がい者などの活躍、幅広い市民活動や県民運動など幸福の追求を
支える仕組みが整っている岩手

主観的幸福感に関する12の領域をもとに、「健康・余暇」から「自然環境」までの８つと、これらを下支

えする「社会基盤」「参画」を加えた10の政策分野を設定。
各政策分野に、幸福に関連する客観的指標（いわて幸福関連指標）を定め、一人ひとりの幸福を守り

育てる取組を展開。
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Ⅱ いわて幸福関連指標の概況（令和６年度実績）

政策推進プランを
構成する事務事業
（約700事業）

具体的推進方策
（197方策）

政策項目
（50項目）

【参考】いわて県民計画（2019～2028） 第２期政策推進プランの政策体系

いわて幸福関連指標
（85）

具体的推進方策指標
（490）

成果指標

活動内容指標

10の政策分野における幸福に関
連する客観的な指標であり、85
指標を設定

政策項目に関連する上記指標を、
各政策項目に設定

県が主体となって取り組む施策
に関する指標であり、50の政策
項目に490指標を設定

各具体的推進方策を構成する事
業に関する指標で、事業の活動
内容を示す活動内容指標、事業
の成果を示す成果指標を設定

政策分野
（10分野）

※ 構成比は小数点以下を四捨五入しているため、合計で100とならない場合がある。

【Ａ】【Ｂ】の割合が高い政策分野
「Ⅶ 歴史・文化」
100％（３指標のうち３指標）

「Ⅷ 自然環境」
86％（７指標のうち５指標）

【Ｃ】【Ｄ】の割合が高い政策分野
「Ⅱ 家族・子育て」
67％（６指標のうち４指標）

「Ⅳ 居住環境・コミュニティ」
57％（７指標のうち４指標）

「Ⅹ 参画」
57％（７指標のうち４指標）

｢いわて県民計画（2019～2028）｣の第２期アクションプラン・政策推進プラン（令
和５年度～令和８年度）に掲げる「いわて幸福関連指標」の令和６年度目標に対する同
年度末時点の達成状況は以下のとおり。（令和７年度の達成状況は、令和８年９月に公表予定。）

○ いわて幸福関連指標
10の政策分野における幸福に関連する客観的な指標

○ 具体的推進方策指標
県が主体となって具体に取り組む施策に関連する客観的な指標

○ 達成度の見方
｢達成【Ａ】｣ :100％以上､
｢概ね達成【Ｂ】｣ :80％以上100％未満､
｢やや遅れ【Ｃ】｣ :60％以上80％未満､
｢遅れ【Ｄ】｣ : 60％未満

「達成【Ａ】」又は「概ね達成【Ｂ】」
：54指標（64％）

「やや遅れ【Ｃ】」又は「遅れ【Ｄ】」
：30指標（36％）

＜いわて幸福関連指標の達成状況＞ ＜10の政策分野ごとの達成状況＞

【Ａ】

38指標

45%

【Ｂ】

16指標

19%

【Ｄ】

30指標

36% 84指標

政策分野 指標数 38 (45%) 16 (19%) 0 (0%) 30 (36%)

Ⅰ　健康・余暇 11 5 (46%) 0 (0%) 0 (0%) 6 (55%)

Ⅱ　家族・子育て 6 2 (33%) 0 (0%) 0 (0%) 4 (67%)

Ⅲ　教育 18 8 (44%) 7 (39%) 0 (0%) 3 (17%)

Ⅳ　居住環境・コミュニティ 7 2 (29%) 1 (14%) 0 (0%) 4 (57%)

Ⅴ　安全 5 2 (40%) 1 (20%) 0 (0%) 2 (40%)

Ⅵ　仕事・収入 15 7 (47%) 4 (27%) 0 (0%) 4 (27%)

Ⅶ　歴史・文化 3 3 (100%) 0 (0%) 0 (0%) 0 (0%)

Ⅷ　自然環境 7 5 (71%) 1 (14%) 0 (0%) 1 (14%)

Ⅸ　社会基盤 5 2 (40%) 1 (20%) 0 (0%) 2 (40%)

Ⅹ　参画 7 2 (29%) 1 (14%) 0 (0%) 4 (57%)

達成度
達成 概ね達成 やや遅れ 遅れ

【Ａ】 【Ｂ】 【Ｃ】 【Ｄ】

※ 測定不可となった指標を除く。
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7

本日御意見をいただきたいこと

いわて県民計画第３期アクションプランの策定にあたり、教育分野におい

て今後力を入れていきたいと考えている事項を次のとおりお示ししますので、

御意見をいただきたいと思います。



現状と課題

１ 学力が全国水準未満の児童生徒の割合が増加

２ GIGAスクール構想による児童生徒１人１台端末の実現

３ １人１台端末等のデジタル機器を活用した効果的な授業づくりや生成ＡＩ利活用の全国
的な広がり

４ 次期学習指導要領では、デジタル活用が学習活動の前提であり、効果的な活用を支える
指導力・活用環境の充実が必要

５ 学校現場における検証改善サイクル（Check⇒Action⇒Plan⇒Do）の実効化が必要

６ ネットワーク通信速度の確保が必要
（R7岩手県の「必要なネットワーク速度」を満たす学校の割合：57.5％）
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第３期政策推進プラン（令和９・10年度）において特に強化したい事項

強化したい事項① デジタル学習基盤を活用した子どもの学びの質の向上（仮）

R7R6R5学力が全国水準未満の児童生徒の割合

46％42％42％小学校 国語

56％55％43％小学校 算数

48％47％44％中学校 国語

63％59％57％中学校 数学



現状と課題

１ いじめの認知件数は高水準で推移

２ 不登校児童生徒数（1,000人当たり）が増加

３ 児童生徒を取り巻く環境や悩みが多様化・複雑化

４ 「学びの多様化学校」設置に向けた検討を加速

５ いじめの積極的な認知が進む中で、解消に向けた組織的対応が必要

６ 多様なニーズに対応した学びの場の充実が必要
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第３期政策推進プラン（令和９・10年度）において特に強化したい事項

強化したい事項② いじめ問題への適切な対応と、多様な学びの場の充実などによる
不登校対策の推進（仮）

R6R5R4いじめの認知件数

5,675件6,069件6,611件小学校
1,362件1,270件1,185件中学校
387件393件341件高校
148件130件119件特別支援学校

R6R5R4不登校児童生徒数

17.9人15.8人11.3人小学校
61.3人55.1人46.5人中学校
23.7人20.9人20.1人高校

R6R5R4
いじめ

重大事態※の
発生件数

0.150.150.13岩手県

0.110.100.07全国平均

（1,000人当たり発生件数）

※いじめ防止対策推進法第28条第１項に規定
① いじめにより生命、心身又は財産に重大な被害が生じた
疑いがあるとき（第１号事案）

② いじめにより相当の期間学校を欠席することを余儀なく
されている疑いがあるとき（第２号事案）



現状と課題

１ 人口減少の進行、社会減は18歳からの進学・就職期や22歳前後の就職期に顕著
＜岩手県の男女別・年齢別社会増減数（R6.10～R7.9）＞ （単位：人）

２ 県内大学等卒業者及び高卒者の県内就職率が伸び悩んでいる

３ 半導体等をはじめとした誘致企業の増加、産業集積の進展により人材需要が高まる一方、
人材獲得競争が激化

４ 産学官連携組織（いわて高等教育地域連携プラットフォーム）や教育機関による人材育成の取組
の更なる充実が必要

５ 地域産業への理解を促進する取組の更なる推進が必要
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第３期政策推進プラン（令和９・10年度）において特に強化したい事項

強化したい事項③ 地域産業を支える人材の育成と県内定着に向けたキャリア形成
支援の強化（仮）

R7R6R5県内就職率

41.4％39.8％40.8％大学等卒業者 所管：ふるさと振興部

69.5％70.8％71.5％高校卒業者 所管：商工労働観光部

【部局横断】

60歳50歳40歳30歳22歳20歳18歳10歳

＋33人＋６人＋１人▲30人▲160人▲134人▲247人▲15人男性

▲５人▲17人＋４人▲18人▲309人▲201人▲329人▲５人女性

〔出典〕岩手県人口移動報告年報



（参考）いわて県民計画（2019～2028）と岩手県教育振興計画（2024～2028）との関係
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事項１関連

事項２関連

事項３関連



（参考）第２期政策推進プラン（令和５年度～令和８年度）の取組状況①
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注）黄色塗り箇所：進捗に遅れがみられる指標
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第２期政策推進プラン（令和５年度～令和８年度）の取組状況②（参考）第２期政策推進プラン（令和５年度～令和８年度）の取組状況②

事項３関連

事項３関連

事項１関連

事項２関連

注）黄色塗り箇所：進捗に遅れがみられる指標



安全

ＤＸ

安全

人口減

人口減

ＤＸ

ＤＸ

人口減

人口減

ＤＸＤＸ

ＤＸ

ＤＸ

人口減

ＤＸ

ＧＸ

ＤＸ
人口減

人口減

人口減

安全
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